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Ⅰ 全般的な情報                               

Ⅰ－① 新型コロナウイルス感染症対策に関する県相談窓口 

≪概 要≫ 

○ 農業・林業・水産業それぞれに、経営相談に応じるとともに、対応可能な支援制度を紹介する

ための相談窓口を開設しております。 

○ 受付時間 8:30～17:15（土・日・休日を除く） 

（農業関係）各農林事務所農業振興普及部（農業普及所） 

（林業関係）各農林事務所森林林業部（林業指導所） 

（水産関係）水産事務所 

○ また、農林水産省においては、食料供給情報や農林漁業者向けの情報を一元的にとりまとめ、

下記ＨＰにおいて発信しています。 

農林水産省ＨＰ（新型コロナウイルス感染症について） 

https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/index.html 

 

≪問い合わせ先≫ 
  

担当部署 電話番号 担当分野 

県庁 農業振興課 

   林業振興課 

   水産課 

０２４－５２１－７３３９ 

０２４－５２１－７４３２ 

０２４－５２１－７３７９ 

農業 

林業 

水産 

県北農林事務所 農業振興普及部 

        伊達農業普及所 

        安達農業普及所 

        森林林業部 

０２４－５２１－２６０４ 

０２４－５７５－３１８１ 

０２４３－２２－１１２７ 

０２４－５２１－２６３２ 

農業 

〃 

〃 

林業 

県中農林事務所 農業振興普及部 

        田村農業普及所 

        須賀川農業普及所 

        森林林業部 

０２４－９３５－１３０１ 

０２４７－６２－３１１３ 

０２４８－７５－２１８０ 

０２４－９３５－１３６１ 

農業 

〃 

〃 

林業 

県南農林事務所 農業振興普及部 

        森林林業部 

０２４８－２３－１５６１ 

０２４７－３３－２１２１ 

農業 

林業 

会津農林事務所 農業振興普及部 

        喜多方農業普及所 

        会津坂下農業普及所 

        金山普及所 

        森林林業部       

０２４２－２９－５３００ 

０２４１－２４－５７４１ 

０２４２－８３－２１１６ 

０２４１－５４－２８０１ 

０２４１－２４－５７３１ 

農業 

〃 

〃 

〃 

林業 

南会津農林事務所 農業振興普及部 

         南郷普及所 

         森林林業部 

０２４１－６２－５６４４ 

０２４１－７２－２２４３ 

０２４１－６２－５３７１ 

農業 

〃 

林業 

相双農林事務所 農業振興普及部 

        双葉農業普及所 

        森林林業部 

        富岡林業指導所 

０２４４－２６－１１４６ 

０２４０－２３－６４７３ 

０２４４－２６－１１７１ 

０２４０－２３－６０８４ 

農業 

〃 

林業 

〃 

いわき農林事務所 農業振興普及部 

         森林林業部 

０２４６－２４－６１５４ 

０２４６－２４－６１９１ 

農業 

林業 

水産事務所 ０２４６－２４－６１７１ 水産 

https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/index.html
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Ⅰ－② 新型コロナウイルス感染症の予防対策（以下、農林水産省ＨＰより） 

○ 農林漁業者の皆様には感染症対策に努めていただく

ようお願いします。 

・食品を介して新型コロナウイルス感染症に感染した

とされる事例は報告されていません。 

・新型コロナウイルス感染症の主要な感染経路は、飛

沫感染と接触感染であると考えられています。 

・体調管理やこまめな手洗い・手指の消毒、咳エチケ

ットなどを実施すれば心配する必要はありません。 

・一般的な衛生管理が実施されていれば、感染者が発

生した施設等において操業停止や食品廃棄などの対

応は必要ありません。 

 

 

（新型コロナウイルス感染症の予防対策チラシ 

（農林水産省ＨＰより）） 

 

Ⅰ－③ 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染者発生時の対応・業務継続に関するｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ(農林水産省) 

≪概 要≫      

○ 農畜産事業者や林業・木材産業事業者、漁業者、食品事業者、雇用従業員、集出荷施設等で作

業に従事している方に新型コロナウイルス感染症の感染者が発生した場合の対応について、事業

継続を図る際のポイントをまとめたガイドラインが農林水産省から示されております。 

○ なお、農業者、畜産事業者、木材産業事業者、林業経営体、漁業者、食品産業事業者向けに、

それぞれガイドラインが作成されています。 

○ 新型コロナウイルス感染者発生時の対応・業務継続に関するガイドライン 

  https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/ncv_guideline.html<農林水産省HP> 

 

 

 

  

 （農業者向けガイドライン（パンフレット版）） 

https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/ncv_guideline.html
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Ⅰ－④ 外国人材（技能実習生等）を受け入れている事業者向け情報 

≪概 要≫  

○ 新型コロナウイルス感染症を受けて、在留諸申請の取扱いや技能実習に関して、出入国在留管

理庁及び外国人技能実習機構がそれぞれお知らせしています。 

 

【出入国在留管理庁】 

・新型コロナウイルス感染症関連情報（http://www.moj.go.jp/isa/covid-19_index.html） 

【外国人技能実習機構】 

・新型コロナウイルス感染症について(https://www.otit.go.jp/CoV2/index.html) 

 

  

（問い合わせ先) 県庁 農業担い手課 ０２４－５２１－７３４０・７３８１ 

https://www.otit.go.jp/CoV2/index.html
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Ⅱ 制度資金情報                               

Ⅱ－① 農業分野 

≪概 要≫ 

○ 新型コロナウイルス感染症の影響により、経営の維持安定が困難な農林漁業者を対象に、農林

漁業セーフティネット資金の貸付限度額の引上げ、実質無利子化、実質無担保等での貸付けを行

うなど、必要な長期資金を日本政策金融公庫等が融資を行います。 

○ 下記資金のほか、スーパーL資金、経営体育成強化資金についても、貸付当初5年間無利子化・

実質無担保化などの支援策があります。詳しくは、下記ＨＰを参照してください。 

 

農林水産省ＨＰ（基本政策／新型コロナウイルス感染症について／新型コロナウイルス感染症

の影響を受ける農林漁業者・食品関連事業者への支援策） 

https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/support.html 

 

資金名 対象となる農

業者 

①貸付限度額 

②貸付利率 

③償還期間(据置) 

④債務保証料等 

融資機関 

農林漁業

セーフテ

ィネット

資金 

新型コロナウ

イルス感染症

により経営に

影響が出てい

る認定農業

者、主業農業

者、集落営農

組織 等 

① 

(一般)1,200万円 

(特認)年間経営費等の

12分の12以内 

※簿記記帳を行ってい

る方で、特に必要と認

められる場合に適用 

②0.16～0.30％ 

(当初５年間0％) 

③15年(３年) 

④実質無担保・無

保証人での融資可

能 

株式会社日本政

策金融公庫 

事業資金相談ダ

イヤル 

(電話： 

0120-154-505) 

 

福島支店(農林水

産事業) 

(電話： 

024-521-3328) 
(特例措置内容) 

・貸付限度額の引上げ(通常は一般の場合で600万円、特認の場合で12分の6以内) 

・利子助成による融資当初5年間の実質無利子 

・償還期限の延長（通常は10年以内） 

・実質無担保化(担保は融資対象物件に限る貸付) 

農業近代

化資金 

新型コロナウ

イルス感染症

により経営に

影響が出てい

る認定農業

者、主業農業

者、集落営農

組織 等 

①個人1,800万円 

 法人２億円 

②0.16～0.30％ 

(当初５年間0％) 

③15年(７年) 

※資金使途により

異なる。 

④実質無担保・ 

※農業信用基金協

会の債務保証料を

当初5年間免除 

各総合農協、東邦・福

島・大東・第四北越（会

津支店）・常陽の各銀

行、福島・二本松・郡

山・須賀川・白河・会

津・ひまわりの各信用金

庫、酪農協、農林中央金

庫) 
(特例措置内容) 

・利子助成による融資当初5年間の実質無利子 

・実質無担保化(担保は融資対象物件に限る貸付) 

・農業信用基金協会による債務保証の当初５年間保証料免除 

※ 貸付利率は、令和３年11月18日現在（利率は貸付時期により変動します) 

 

 

 

（問い合わせ先) 

県庁 農業経済課    ０２４－５２１－７３４９ 

各農林事務所農業振興普及部（農業普及所）（Ⅰ－①記載の連絡先を参照） 
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Ⅱ－② 林業分野 

≪概 要≫ 

○ 新型コロナウイルス感染症の影響により、経営の維持安定が困難な農林漁業者を対象に、農林

漁業セーフティネット資金の貸付限度額の引上げ、実質無利子化、実質無担保等での貸付けを行

うなど、必要な長期資金を日本政策金融公庫等が融資を行います。 

○ 下記資金のほか、民間資金についても、貸付当初５年間保証料免除などの支援策があります。

詳しくは、下記ＨＰを参照してください。 

 

農林水産省ＨＰ（新型コロナウイルス感染症について／農林漁業者の皆様へ／資金繰りが困難

な農林漁業者の皆様に） 

https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/index.html#c02 

 

資金名 対象となる林

業者 

①貸付限度額 

②貸付利率 

③償還期間(据置) 

④債務保証料等 

融資機関 

農林漁業

セーフテ

ィネット

資金 

新型コロナウ

イルス感染症

により資金繰

りに著しい支

障を来してい

る又は来すお

それのある林

業者 

① 

(一般)1,200万円 

(特認)年間経営費等の

12分の12以内 

※簿記記帳を行ってい

る方で、特に必要と認

められる場合に適用 

②0.16～0.30％ 

(当初10年間0％) 

③15年(３年) 

④実質無担保・無

保証人での融資可

能 

株式会社日本政

策金融公庫 

事業資金相談ダ

イヤル 

(電話： 

0120-154-505) 

 

福島支店(農林水

産事業) 

(電話： 

024-521-3328) 
(特例措置内容) 

・貸付限度額の引上げ(通常は一般の場合で600万円、特認の場合で12分の6以内) 

・利子助成による融資当初10年間の実質無利子 

・償還期限の延長（通常は10年以内） 

・実質無担保化(担保は融資対象物件に限る貸付) 

※ 貸付利率は、令和３年11月18日現在（利率は貸付時期により変動します) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（問い合わせ先) 

県庁 林業振興課 ０２４－５２１－７４２６ 

各農林事務所森林林業部（林業指導所）（Ⅰ－①記載の連絡先を参照） 

https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/index.html#c02


 

6 

 

Ⅱ－③ 水産分野 

≪概 要≫ 

○ 新型コロナウイルス感染症の影響により、経営の維持安定が困難な農林漁業者を対象に、農林

漁業セーフティネット資金の貸付限度額の引上げ、実質無利子化、実質無担保等での貸付けを行

うなど、必要な長期資金を日本政策金融公庫等が融資を行います。 

○ 下記資金のほか、民間資金についても、貸付当初５年間保証料免除などの支援策があります。

詳しくは、下記ＨＰを参照してください。 

 

農林水産省ＨＰ（新型コロナウイルス感染症について／農林漁業者の皆様へ／資金繰りが困難

な農林漁業者の皆様に） 

https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/index.html#c02 

 

資金名 対象となる

漁業者等 

①貸付限度額 

②貸付利率 

③償還期間(据置) 

④債務保証料等 

融資機関 

農林漁業

セーフテ

ィネット

資金 

新型コロナ

ウイルス感

染症により

資金繰りに

著しい支障

を来してい

る又は来す

おそれのあ

る漁業者 

① 

(一般)1,200万円 

(特認)年間経営費等の12

分の12以内 

※簿記記帳を行っている

方で、特に必要と認めら

れる場合に適用 

②0.16～0.30％ 

(当初５年間0％) 

③15年(３年) 

④実質無担保・無

保証人での融資可

能 

株式会社日本政

策金融公庫 

事業資金相談ダ

イヤル 

(電話： 

0120-154-505) 

 

福島支店(農林

水産事業) 

(電話： 

024-521-3328) 
(特例措置内容) 

・貸付限度額の引上げ(通常は一般の場合で600万円、特認の場合で12分の6以内) 

・利子助成による融資当初5年間の実質無利子（融資額3,000万円まで） 

・償還期限の延長（通常は10年以内） 

・実質無担保化(担保は融資対象物件に限る貸付) 

漁業近代

化資金 

のうち５

号資金

（種苗・

育成費) 

新型コ

ロナウ

イルス

感染症

の影響

を受け

た漁業

者等 

 

 

貸付対象 

 

限 度 額 

利 率 

(① 限度額)  (②利率) 

漁船漁業者（20t未満)    ９千万円     0.30％     

漁船漁業者（20t以上) ３億６千万円     0.35％ 

養殖業者（個人)          ９千万円     0.30％ 

養殖業者（法人)    ３億６千万円       0.30％ 

水産加工業者          ９千万円     0.30％ 

複合経営             ３億６千万円     0.30％ 

漁協等             １２億円      0.30％ 

※貸付当初5年間実質無利子 

③ 

償還期間 

 ５年以内（うち据置期間２年以内) 

※ぶり、ほたてがい及び真珠貝の養殖又は増殖に係るものは据置期間３年 

・福島県信用漁業

協同組合連合会 

電話 0246-29-2331 

 

・農林中央金庫福

島支店 

電話 024-552-5600 

 (特例措置内容) ５号資金（種苗・育成費)を対象として、 

・利子助成による融資当初５年間の実質無利子 

・実質無担保化（担保は融資対象物件に限る貸付） 

・保証料当初５年間免除 

※ 貸付利率は、農林漁業セーフティネット資金が令和３年11月18日現在（利率は貸付時期により

変動)、漁業近代化資金が令和３年10月18日現在（利率は貸付時期により変動）。 

 

 

 

 

（問い合わせ先)  

県庁水産課０２４－５２１－７３７９ 又は 水産事務所 ０２４６－２４－６１７１ 

https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/index.html#c02

